
札幌市の医療提供体制

第２回（仮称）さっぽろ未来
医療プラン策定専門委員会

参考資料
３－１平 成 2 9 年 ４ 月 ４ 日

１ 救急医療体制
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(重)

(軽)

第三次救急医療体制

（救命救急センターなど）

第二次救急医療体制

（二次救急医療機関制度）

初期救急医療体制

①休日救急当番制度
②土曜日午後救急当番制度
③救急告示医療機関制度
④夜間急病センター
⑤口腔医療センター

※ 初期・二次救急については札幌市医師会の協力を得て構築

○三次救急医療体制（救命救急センターなど：年間365日24時間対応）

○二次救急医療体制（二次救急医療機関制度）

○初期救急医療体制

札幌医科大学附属病院高度救命救急センター

市立札幌病院救命救急センター

国立病院機構北海道医療センター（併設：救命救急センター））

手稲渓仁会病院救命救急センター

北海道大学病院救急部

診療分野 参加病院数
１日当たり

当番病院数
診療時間

脳神経外科 １４ ４
（平日）
17時～翌日９時
（土曜日）
13時～翌日９時
(日曜日）
９時～翌日９時

循環器科・呼吸器科 ２３ １～２

消化器科 ２７ １

小児科 １１ １

外科 １６ １

泌尿器科 １１ １

診療科目 参加施設
１日当たり

当番施設数
診療時間

休日救急当番制度
内、小、産婦

耳、眼、精
延べ559 １４～２０ ９時～17時

土曜午後救急当番制度 内、小、産婦 延べ238 ６ 13時～17時

救急告示医療機関制度 外、整、脳、形 ５２ ３～５ ９時～翌９時

夜間急病センター
内、小
耳、眼

１ １
19時～翌７時

19時～23時

口腔医療センター 歯 １ １ 19時～23時

札幌市の救急医療体制

救急医療体制ごとの年間受入れ患者数
（平成27年4月～平成28年3月）

（人）

区 分 患者総数 1か月平均

初期救急

休日救急当番制度 65,579 5,465

土曜午後救急当番制度 4,811 401

救急告示医療機関制度 29,315 2,443

夜間急病センター 46,980 3,915

口腔医療センター 2,944 245

二次救急医療機関制度 8,691 724

計 155,376 12,948
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救急制度ごとの患者数

年間患者数 １施設・１日平均患者数

救急告示医療機関 参画施設数
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平成13年 15 17 19 21 23 25 27

参画医療施設数の減少により、
当番編成に苦慮

※ 救急告示医療機関・・・けが（災害）の外科系の初期救急を担当
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札幌市夜間急病センター

夜間急病センター
札幌市中央区大通西19丁目
電話：011-641-4316 
※地下鉄東西線「西18丁目駅」

●内科／小児科
午後7時から翌日午前7時まで

●耳鼻咽喉科／眼科
午後7時から午後11時まで

※年間全日対応

札幌市夜間急病センター 協力医

準夜 深夜

協力医の安定的確保が困難

（人） （人）
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二次救急医療体制 当番参画施設数
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平成18年 20 22 24 26

循環器・呼吸器系 消化器系

小児系 脳神経外科系

けが（災害）の外科系 泌尿器系

小児系、外科系の参画医療機関
が少なく、当番編成に苦慮

二次救急医療体制 地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 17 豊平区 7 
北区 9 清田区 4 
東区 15 南区 8 
白石区 7 西区 10 
厚別区 7 手稲区 4 

2016 年 7 月 1 日現在 計 88 施設
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救急搬送人員数及び各傷病程度の人数

傷病程度の人数及び割合

2,638人
3.6％

単位：人

2,706人
3.7％

2,716人
3.6％

搬送人数 死亡 重症 中等症 軽症 その他
搬送人数増加数
（前年との比較）

搬送人数増加率
（前年との比較）

H28 79,383 1,197 2,655 33,747 41,773 11 2,749 3.6%

H27 76,634 1,125 2,645 31,992 40,849 23 803 1.1%

H26 75,831 1,134 2,716 31,346 40,604 31 1,981 2.7%

H25 73,850 1,062 2,638 29,965 40,145 40 1,350 1.9%

H24 72,500 1,047 2,706 29,590 39,124 33 2,657 3.8%

※平成28年は速報値

救急搬送の状況

救急搬送人員（推計）

高齢化に伴い増加

出典：救急需要増加に伴う救急隊の適正配置等に関する研究について
（救急隊の適正配置等に関する研究会（札幌市消防局））
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急な病気やケガで迷ったら

それとも

※緊急性があり、救急車が必要な時は、直接119番へ電話してください。

救急安心センターさっぽろ（ 平成25年10月開設）

市民認知度の向上が課題
平成28年７月：認知度３３％

30,195 
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7,288 
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全体 救急医療相談 医療機関案内 その他

１年目（Ｈ25.10.1-Ｈ26.9.30）

２年目（Ｈ26.10.1-Ｈ27.9.30）

３年目（Ｈ27.10.1-Ｈ28.9.30）

（59％）

（60％）

（24％）
（23％）

（17％）
（17％）

１年目と比較し、３年目は約1.5倍（14,611件）の増加
１日当たりの相談件数は、１年目82.7件 ２年目106.0件 ３年目122.4件
救急医療相談、医療機関案内、その他の件数の全体に占める割合は、
１年目～３年目でほぼ変化なし

（件）

（60％）

（22％）
（18％）

※かっこ内の数字は、全体に占める割合

救急安心センターさっぽろ相談受付状況
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２ 災害医療体制

札幌市の災害医療体制

※北海道が整備

※札幌市が整備
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札幌市

○災害時基幹病院 ・市内１２施設

○災害時精神科医療基幹病院 ・市内６病院

○医療救護班（応援協定） ・札幌市医師会
・札幌歯科医師会
・札幌薬剤師会

○医薬品・医療資機材（応援協定） ・北海道医薬品卸売業協会

○緊急連絡システム（患者受入の可否等
情報収集）

・札幌市医師会

札幌市独自の災害医療体制整備

北海道

○災害拠点病院 ・道内３４施設（うち市内５施設）

○北海道ＤＭＡＴ指定医療機関 ・道内３４病院（うち市内５施設）

災害拠点病院・北海道ＤＭＡＴ指定医療機関
地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 2 豊平区 0 
北区 1 清田区 0 
東区 0 南区 0 
白石区 0 西区 1 
厚別区 0 手稲区 1 

2016 年 4 月 1 日現在 計 5 施設

9



札幌市災害時基幹病院 地域分布

清田区・南区指定なし

区 施設数 区 施設数

中央区 4 豊平区 1 
北区 1 清田区 0 
東区 2 南区 0 
白石区 1 西区 1 
厚別区 1 手稲区 1 

2017 年 4 月 1 日現在 計 12 施設

３ 周産期医療体制
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札幌市の産婦人科救急医療体制

○産婦人科三次救急医療機関

○産婦人科二次救急医療機関

対象
参加

病院数
ＮＩＣＵ数 備考

妊娠週数23～36週
に対応 ６ 計62床

うち２施設は
準３次

対象
参加

病院数

妊娠週数23未満又
は36週以降に対応 ６

36週

妊娠週数

23週

○産婦人科初期救急医療体制（再掲）

診療科目
１日当たり

当番施設数
診療時間

休日救急当番制度 産婦 １～２ ９時～17時

土曜午後救急当番制度 産婦 １ 13時～17時

母体搬送については、妊娠周期で
二次・三次の振り分けを行っている。

産婦人科
救急相談電話
℡011-622-3299
１９時～翌朝９時

相談者 三次救急医療機関（６病院）

二次救急医療機関（６病院）

搬 送

電話相談
・アドバイス
・受診勧奨
（早急・翌日）

・救急連絡

空床状況
の調査・
優先病院
等の割当

消防局救急隊

受入可能
病院照会

受入可能病院回答

救急患者
受入情報
オペレーター事業

受 診

産婦人科救急相談電話
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産婦人科救急相談電話、コーディネーター事業
○コーディネーター業務

・市内の産婦人科・ＮＩＣＵの空床状況確認・優先病院等選定
・北海道全域の産婦人科・ＮＩＣＵの空床状況確認
・産婦人科救急相談電話［対応時間：19時～翌９時、体制：助産師２名］
・未受診妊婦の搬送調整 ・医療機関、救急隊からの搬送調整
・搬送患者の転帰状況等の確認

○対応状況

産婦人科初期救急患者数

年によって変動あり

平成19年以降
増加傾向
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ＮＩＣＵ受入状況

患者地域 人数（人） 割合（％）
札幌市 82 78.1 
札幌医療圏
（札幌市を除く）

6 6.0 

それ以外 17 15.9 
合計 105 100.0

平成26年度：札幌市保健所調査

二次救急医療機関への圏域外の自治体
からの救急搬送件数

未受診妊婦受入件数

定期健診を受けず、出産間際になって医療
機関へ飛び込み出産をする「未受診妊婦」
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出生数

出生数減少

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

乳児死亡率 新生児死亡率 周産期死亡率

乳児・新生児・周産期死亡率

死亡率低下傾向
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産科・産婦人科医師数（人口10万人対）
全国平均より多いが、指定都市
平均より少ない

平成16年 平成26年
全国 8.8 9.1
北海道 7.5 7.4
札幌市 9.8 9.9
指定都市 10.5 11.0

助産師数（人口10万人対）
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周産期母子医療センター 地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 3 豊平区 1 
北区 1 清田区 0 
東区 1 南区 0 
白石区 0 西区 0 
厚別区 0 手稲区 2 

2014 年 4 月 1 日現在 計 8 施設

産科又は産婦人科を標榜する医療機関
地域分布

：分娩対応

：分娩非対応

区 施設数 区 施設数

中央区 21(6) 豊平区 7(5) 
北区 7(3) 清田区 2(2) 
東区 6(5) 南区 2(1) 
白石区 3(2) 西区 6(2) 
厚別区 5(3) 手稲区 7(5) 

2017 年 1 月 1 日現在 計 66(34)施設

※( )内は分娩対応施設数（内数）
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助産師外来・院内助産所を開設する医療機関
地域分布

：院内助産所併設

：助産師外来のみ

区 施設数 区 施設数

中央区 1 豊平区 2(1) 
北区 2(1) 清田区 0 
東区 1 南区 1 
白石区 0 西区 0 
厚別区 1 手稲区 2 

2016 年 4 月 1 日現在 計 10 施設

※( )内は院内助産所併設施設数（内数）

ＮＩＣＵ

施設数

病床数
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４ 札幌市の小児医療体制
（小児救急医療を含む）

札幌市の小児救急医療体制（再掲）

(重)

(軽)

第三次救急医療体制

（救命救急センターなど）

第二次救急医療体制

（二次救急医療機関制度）

初期救急医療体制

①休日救急当番制度
②土曜日午後救急当番制度
③夜間急病センター

○三次救急医療体制（救命救急センターなど：年間365日24時間対応）

○二次救急医療体制（二次救急医療機関制度）

○初期救急医療体制

札幌医科大学附属病院高度救命救急センター

市立札幌病院救命救急センター

国立病院機構北海道医療センター（併設：救命救急センター））

手稲渓仁会病院救命救急センター

北海道大学病院救急部

診療分野 参加病院数
１日当たり

当番病院数
診療時間

小児科 １１ １

（平日）
17時～翌日９時
（土曜日）
13時～翌日９時
(日曜日）
９時～翌日９時

診療科目
１日当たり

当番施設数
診療時間

休日救急当番制度 小児科 ２～５ ９時～17時

土曜午後救急当番制度 小児科 １ 13時～17時

夜間急病センター 小児科 １ 19時～翌７時
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小児救急患者数（１日・施設平均）

ほぼ一定

減少傾向

平成21年以降
減少傾向

小児科医師数（人口10万人対）
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全 国 北 海 道 札 幌 市 指定都市

全国平均より少ない
減少傾向

平成16年 平成26年
全国 25.2 23.5
北海道 21.1 18.5
札幌市 21.9 20.4
指定都市 26.6 25.0
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小児科を標榜する医療機関
地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 41 豊平区 23 
北区 41 清田区 7 
東区 33 南区 14 
白石区 21 西区 26 
厚別区 17 手稲区 15 
2017 年 1 月 1 日現在 計 238 施設

小児外科を標榜する医療機関
地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 2 豊平区 2 
北区 1 清田区 0 
東区 1 南区 0 
白石区 0 西区 1 
厚別区 0 手稲区 1 

2017 年 1 月 1 日現在 計 8 施設
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小児救急医療支援事業参加病院（二次救急）

地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 3 豊平区 2 
北区 0 清田区 0 
東区 1 南区 0 
白石区 1 西区 1 
厚別区 2 手稲区 1 

2015 年 4 月 1 日現在 計 11 施設

５ 在宅医療体制
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札幌市の在宅医療体制①

札幌市の在宅医療体制②
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在宅療養支援病院 地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 3 豊平区 3 
北区 2 清田区 2 
東区 1 南区 3 
白石区 1 西区 1 
厚別区 4 手稲区 1 

2017 年 1 月 4 日現在 計 21 施設

在宅療養支援診療所 地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 22 豊平区 20 
北区 14 清田区 2 
東区 29 南区 12 
白石区 24 西区 12 
厚別区 6 手稲区 10 
2017 年 1 月 4 日現在 計 151 施設
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在宅療養支援歯科診療所 地域分布

区 施設数 区 施設数

中央区 26 豊平区 13 
北区 20 清田区 6 
東区 13 南区 7 
白石区 11 西区 13 
厚別区 10 手稲区 8 
2017 年 1 月 4 日現在 計 127 施設

在宅医療患者数の将来推計
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訪問診療患者に対応する必要医療機関数・
必要医師数の将来推計
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訪問歯科診療患者数と対応する診療所数の将来推計

訪問歯科診療患者数 診療所計（右軸）

（人） （機関）
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訪問診療患者に対応する
訪問看護ステーション数の将来推計
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訪問診療患者数に対応する訪問看護ステーション数の将来推計

40人以下 41～80人以下 81～120人以下 121人以上

（件）

139.8
152.8

92.7

市民意識

55.6%

38.7%

5.6%

45.7%
49.6%

2.4% 2.3%
0%

20%

40%

60%

知っている 知らない 聞いたことがない 無回答

平成27年度 平成26年度

○ 認知度

○ 最期を迎えたい場所

31.0% 32.5%

7.8%

28.7%27.9%

36.4%

7.5%

25.4%

2.7%
0%

20%

40%

60%

病院 自宅 介護系施設 わからない 無回答

平成27年度 平成26年度
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市民意識

○ 療養方法の選択

○ 年代別の療養方法の選択（平成27年度）

57.9%

20.5% 21.5%

54.7%

27.2%

15.9%

2.3%
0%

20%

40%

60%

入院 在宅医療 わからない 無回答

平成27年度 平成26年度

43.2%

46.6%

62.3%

71.5%

29.5%

26.8%

15.3%

16.8%

27.3%

26.6%

22.4%

11.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10～20歳代

30～40歳代

50～60歳代

70歳以上

入院 在宅医療 わからない

⇒在宅医療を認知しており、最期を
自宅で迎えたいと希望しても、在
宅医療よりも入院を選択する傾向

市民意識

【講演会】
市民を対象とした在宅医療の講演会を平成27年度２回開催

【ガイドブックの配布】
市民が自らの意思で療養方法を選択する際に手引きとする
ための ガイドブックを配布（約6,000部）
（配布先：各区役所、まちづくりセンター、地域包括支援セン
ター、市内在宅療養支援医療機関など

○ 札幌市の普及啓発に係るこれまでの取組

市民への普及啓発の必要性
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